
新教育長に稲荷善之氏が就任しました

平成31年度より、

新教育長に稲荷善

之氏が就任しまし

た。

稲荷教育長は、

「子どもたちが、

ふるさとへの愛や

誇りを胸に、夢や

希望を持って粘り

強く挑戦し、たく

ましく未来を切り拓 【稲荷 善之 教育長】

いていける環境を整えていきたい。『一人一人

を伸ばす教育』を基本理念として、確かな学

力の育成をはじめ、安全・安心に学べる学校

づくりを基盤とした、いじめ・自殺防止対策、

子どもや家庭の状況に応じたきめ細やかな支

援や多様な学びの場の整備、学校・地域・家

庭が連携しながら、ともに子どもを育む体制

づくりなどに取り組みたい。」と抱負を述べて

います。

全県教育長会議と県立学校長会議を開

催しました

県教育委員会では、４月15日に全県教育長

会議、同17日に県立学校長会議を開催しまし

た。

全県教育長会議では、稲荷教育長が平成30

年度３月に改定された「県教育振興基本計画」

の内容と今年度の重点施策について６つの項

目を中心に説明しました。教育庁各課からの

施策方針の説明後には、「学校における働き方

改革の現

状と課題」

について、

校務支援

システム

の活用の

議論を中

心に有意義 【全県教育長会議の様子】

な意見交換が行われました。

県立学校長会議では、「いじめ防止等の取組」

や「確かな学力の育成」など今年度の重点施

策について確認したうえで、「各学校長が強い

責任感とリーダシップを発揮し、教職員との

信頼関係を構築しながら、よりよい学校づく

りに邁進

してほし

い」と述

べました。

【県立学校長会議の様子】
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教 育ニュースライン 県教育に関する最新ニュースをお知らせします。

＜今月号の記事＞ 対象校種
１：教育ニュースライン Ｐ１ 全種
２：教育振興基本計画が改定されました Ｐ２～３全種
３：学習指導要領移行期間における学習指導等について Ｐ４～６小中
４：教員免許更新制の留意点ついて Ｐ７～10小中
５：平成31年度尾瀬子どもサミット参加者募集中です Ｐ11～12小中
６：実践力向上研修と各種支援の紹介 Ｐ13～15全種
７：インフォメーション Ｐ16～17全種



県及び県教育委員会では、本県の具体的な

施策を示した教育行政の指針である「新潟県

教育振興基本計画」（平成26年４月策定）につ

いて、このたび改定を行いました。

「新潟県教育振興基本計画」は、平成26年

４月に策定して以降、成果や課題等について、

毎年「教育に関する事務の管理及び執行の状

況の点検及び評価」（以下、「点検・評価」）を

実施してきました。目標達成の指標として掲

げた『児童生徒一人一人の個性や能力を伸ば

す教育が行われていると感じる者の割合』や

『学校生活が楽しいと思う児童生徒の割合（小

・中学校）』などが着実に増加するなど、教育

施策の推進により「概ね順調」に推移してい

るものがある一方、近年ではいじめ重大事案

の続発や教職員の多忙化、家庭の経済状況に

よる教育格差など、新たな課題への対応が急

務となってきています。

こうした教育に関わる動きに加え、県の最

上位計画である「新潟県総合計画」が平成30

年１月に策定（平成31年３月改定）されたこ

となどを踏まえ、「新潟県教育振興基本計画」

を改定しました。

本計画は「新潟県総合計画」に基づいて、

本県の具体的な施策を示した教育行政の指針

であり、教育政策を定めた行動計画です。ま

た、教育基本法第17条第２項の規定に基づき、

地方公共団体が策定する教育の振興のための

施策に関する基本的な計画として位置付けら

れるものです。

本計画に基づいて施策を進め、点検・評価

を実施してまいります。

また本計画は、「新潟県総合計画」の計画期

間と連動させて、今後８年間を見越して改定

するものであり、同計画の見直しに合わせて

４年ごとに見直しを行います。

改定版では、「一人一人を伸ばす教育」を基

本理念として、一人一人の個性に応じた、質

の高い豊かな教育を推進していくこととして

います。

また、「新潟県総合計画」の柱立てに合わせ、

「一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進」

「誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境

の整備」「魅力ある高等教育環境の充実」「児

童生徒が安全に安心して学べる学校づくり」

「生涯学び活躍できる環境づくりと文化の振

興」の５つの基本方針を基に、施策の展開方

向を定めました。

基本方針Ⅰ

一人一人の個性や能力を伸ばす教育の推進

確かな学力、豊かな心、健やかな体をバラ

ンスよくはぐくみ、児童生徒が自らの考えを

的確に表現しながら多くの人々と協働する力

を身に付けるとともに、一人一人が夢や希望

を持って粘り強く挑戦し、未来を切り拓いて

いける力を身に付ける教育を実現します。

【施策の展開方向】

１ 確かな学力の育成

２ 教職員の資質・能力の向上

３ 豊かな人間性や社会性の基礎をはぐくむ幼児教育の充実

４ 豊かな心、倫理観、規範意識などをはぐくむ教育の推進

５ 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

６ 家庭や地域と連携した魅力と活力ある学校づくりの推進

７ 夢や希望をかなえるキャリア教育の推進

８ 社会の変化に対応した教育の推進

９ 私学教育の振興

(2) いじめ見逃しゼロ県民運動 私たちはいじめを見逃しません 第832号 令和元年５月７日

教育振興基本計画が改定されました

総務課
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基本方針Ⅱ

誰もが等しく豊かな教育を受けられる環境の

整備

子どもの貧困率が長期的に上昇傾向にあり、

世帯タイプ等によって進路や進学率に差が生

じていることや、特別な教育的ニーズのある

児童生徒数が年々増加している状況にあるこ

とから、育った家庭における経済状況や抱え

る障害などにかかわらず、誰もが等しく豊か

な教育を受けられる環境を実現します。

【施策の展開方向】

基本方針Ⅲ

魅力ある高等教育環境の充実

新潟県立大学及び新潟県立看護大学の教育

・研究・地域貢献機能を一層充実させるとと

もに、個性あふれる私学、国立大学法人、専

門学校群と連携しながら県内高等教育機関の

魅力をさらに向上させ、本県高等教育の振興

を図ります。

【施策の展開方向】

基本方針Ⅳ

児童生徒が安全に安心して学べる環境づくり

いじめ防止等の取組や信頼される生徒指導

体制の充実、教職員が児童生徒と向き合える

環境づくりなどを推進するとともに、学校施

設の耐震化や機能向上などにより、児童生徒

が安全に安心して学べる環境の実現を図りま

す。

１ 教育費の負担軽減ときめ細かな学力向上支援

２ 様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談・支援体制の

充実

３ 地域と連携した学習支援、家庭教育支援の充実

４ インクルーシブ教育システムの構築

５ 多様化する教育ニーズに対応する高等学校定時制・通信

制教育の推進

１ 県内大学・短大の魅力向上と地域貢献の推進

２ 県立２大学の教育・研究・地域貢献機能の充実

３ 多様な分野における実践的な職業教育の充実

【施策の展開方向】

基本方針Ⅴ

生涯学び活躍できる環境づくりと文化の振興

社会教育施設をはじめ様々な学習機会を充

実させるなど、生涯にわたり学び活躍できる

知の循環型の生涯学習社会の実現を図ります。

また、佐渡金銀山世界遺産登録の推進をはじ

め、芸術鑑賞機会の充実とともに、文化財の

保存・活用により、地域の魅力を高める文化

の振興を図ります。

【施策の展開方向】

一人一人の個性に応じた、質の高い豊かな

教育の推進に向け、学校長をはじめとした教

職員の皆様に、ぜひ本計画をお読みいただき、

日々の教育活動を展開していただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

「新潟県教育振興基本計画」全編はこちら

http://www.pref.niigata.lg.jp/kyoikuso

mu/1356778705979.html

１ いじめ防止等の取組

２ 信頼される学校をつくる生徒指導体制の充実

３ 教職員が児童生徒と向き合える環境づくり

４ 安全・安心な環境づくりと防災教育等の推進

５ 学校施設の耐震化・機能向上

１ 多様な主体の連携・協働による生涯学習の環境づくり

２ 学びを活かした豊かな地域社会に向けた支え合う人

づくり

３ 活力ある地域づくりに向けた地域社会と学校の連携

の促進

４ 佐渡世界遺産登録の推進

５ 文化財の保存・活用

６ 県民が芸術文化に親しむ機会の提供
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小学校（義務教育学校の前期課程を含む）

では、2020年度から、中学校（義務教育学校

の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含

む）では、2021年度から、新学習指導要領が

全面実施されます。新学習指導要領への移行

期間において、円滑な移行ができるよう内容

を一部加える等の特例が設けられています。

指導内容の移行がないなど教科書等の対応

を要しない場合は、新学習指導要領による取

組を積極的に行ってください。特に、「知識及

び技能」、「思考力、判断力、 表現力等」、「学

びに向かう力、人間性等」をバランスよく育

成することを目指す新学習指導要領の趣旨を

十分に踏まえて指導することが求められてい

ます。

2018 2019 2020 2021

小学校 全面実施

中学校 全面実施

【移行期間 と新学習指導要領の全面実施】

１ 教科等の取扱い

以下のとおり、教科等によって取扱いが異

なります。

(1) 総則、総合的な学習の時間、特別活動

平成30年度から新学習指導要領により、実

施することとなっています。

(2) 指導内容や指導する学年の変更などによ

り特例を定める教科

指導する学年の変更などにより指導内容の

欠落が生じることのないよう特例が定められ

ています。

特例を定める教科

小学校 国語、社会、算数、理科

中学校 国語、社会、数学、理科、保健体

育

(3) 新学習指導要領によることができる教科

以下の教科が、移行期間であっても新学習

指導要領によることができる教科です。

新学習指導要領によることがで

きる教科

小学校 生活、音楽、図画工作、家庭、

体育

中学校 音楽、美術、技術・家庭、外国

語

(4）小学校における外国語活動

下表の授業時数を標準として外国語活動を

実施し、新学習指導要領の外国語活動（３、

４学年）及び外国語科（５、６学年）の内容

の一部を加えて必ず取り扱うこととなってい

ます。

外国語活動の 総授業時数

授業時数

第１学年 ８５０

第２学年 ９１０

第３学年 １５ ９６０

第４学年 １５ ９９５

第５学年 ５０ ９９５

第６学年 ５０ ９９５

(5）特別の教科道徳

小学校は、平成30年度から新学習指導要領

により実施することとなっています。中学校

は、平成31年度から新学習指導要領により実

施することとなっています。

学習指導要領移行期間における学習指導等について

義務教育課
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平成31年度の移行措置のうち、現行学習指

導要領に追加及び省略される内容の一部を紹

介します。

１ 小学校

(1) 国語

・第４学年及び第５学年においては、新学

習指導要領の学年別漢字配当表に配当さ

れている漢字により指導します。

(2) 社会

・第５学年で「世界における我が国の国土

の位置、国土の構成、領土の範囲」を指

導します。

・第３学年で「火災や事故の防止」「昔の暮

らしの様子」を指導します。

(3) 算数

・第３学年から第５学年の「量と測定」に

「メートル法」を追加します。

・第４学年の「数と計算」に「小数を用い

た倍」を、「数量関係」に「簡単な割合」

を追加します。

・第５学年の「量と測定」に「速さ」を追

加し、「数と計算」から「分数の計算」を

省略します。

(4) 理科

・第４学年の「電気の働き」の「光電池の

働き」を省略します。

・第５学年の「動物の誕生」の「水中の小

さな生物」を省略します。

・第６学年の「電気の利用」の「電気によ

る発熱」を省略します。

(5) 外国語活動

・第３学年及び第４学年では、新学習指導

要領の①英語の音声やリズムなどに慣れ

親しむ、②日本語との違いを知り、言葉

の面白さや豊かさに気付く、③聞くこと

及び話すこと［やり取り］［発表］の言語

活動の一部を必ず取り扱います。

・第５学年及び第６学年では、新学習指導

要領の①音声、活字体の大文字と小文字、

②文及び文構造の一部、③読むこと及び

書くことの言語活動の一部を必ず取り扱

います。

２ 中学校

(1) 国語

・第１学年で学習する漢字に追加して、次

の漢字を指導します。

【都道府県名に用いる漢字の読みと書き】

茨、媛、岡、潟、岐、熊、香、佐、埼、崎、

滋、鹿、縄、井、沖、栃、奈、梨、阪、阜

（20字）

(2) 社会

・「世界の諸地域」（地理的分野）の指導に

当たり、「世界の様々な地域の調査」を併

せて指導します。

・「世界の古代文明」、「ユーラシアの変化」、

「ヨーロッパ人来航の背景」、「市民革命」

（歴史的分野）、「領域の範囲や変化とその

特色」（地理的分野）、「富国強兵・殖産興

業政策」（歴史的分野）、「世界平和と人類

の福祉の増大」（公民的分野）の指導に当

たっては、新学習指導要領の規定により

ます。

(3) 数学

・第１学年の「数と式」に「素数の積」を、

「資料の活用」に「累積度数」を追加し

ます。

(4) 理科

・第１学年第１分野「力の働き」に「２力

のつり合い」を、第１学年第２分野「火

山と地震」に「自然の恵みと火山災害・

地震災害」を追加します。

・第１学年第１分野「圧力」のうち「水圧」

を省略します。

(5) 保健体育

・第１学年体育分野に「運動やスポーツの

楽しみ方」を追加します。

・第１学年保健分野に「主体と環境」及び

「調和のとれた生活」を追加します。
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３ 補助教材の活用

小学校算数、中学校数学、中学校理科にお

いては、児童生徒全員に補助教材が配布され、

追加された内容を学習します。

移行期間に追加して学習する内容を含め、

現行小学校学習指導要領及び中学校学習指導

要領の下の評価規準等に基づき、学習評価を

行います。

第５学年及び第６学年における外国語活動

は、数値による評価は行わないこととし、評

定も行わないことになっています。

移行期間では、追加される内容もあれば、

学年が変更になって学習する内容もあります。

例えば、小学校６学年理科の「電気による発

熱」の学習は省略され、中学校第２学年になっ

て学習します。

移行期間における学習指導で大切なことは、

内容の欠落や重複などが生じないようにする

ことです。

文部科学省は、移行措置関連の資料をホー

ムページ上に掲載しています。また、新学習

指導要領の周知のために、「学習指導要領ウェ

ブサイト」を公開しています。詳しくは以下

のサイトを御覧ください。

◆文部科学省 移行措置関連資料

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ne

w-cs/1387780.htm

・小学校及び中学校の学習指導要領等に

関する移行措置並びに移行期間中にお

ける学習指導等について（通知）

・学習指導要領の改訂に伴う移行措置の

概要等

◆文部科学省 学習指導要領ウェブサイト

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ne

w-cs/index.htm
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平成21年度にスタートした教員免許更新制

ですが、旧免許状所持者の修了確認や受講免

除等の申請は、第１～第９グループまで終了

しました。これまでに本県では、18,000人ほ

どの教員が申請手続を終え修了確認期限を更

新しました。旧免許状所持者の更新は一巡し、

第１グループの受講期間が２月に始まりまし

た。また新免許状所持者の更新も順調に進ん

でいます。

本号では教員免許更新制の制度概要を改め

てお知らせするとともに、その注意点を説明

することとします。

教員免許は、「新免許状」と「旧免許状」に

大別されますが、「新」「旧」の違いにより、

更新制度における取扱いが大きく異なります。

免許状の「新旧」の別を理解することが、免

許更新制を理解する第一歩と位置付けられま

す。

○新免許状：初めて教員免許状を取得する

方に、平成21年４月１日以降に授与され

た免許状を指します。新免許状には「有

効期間の満了の日」が記載されています。

○旧免許状：次の免許状を指します。

①平成21年３月31日以前に授与された免

許状

②①の免許状を所持する方に、平成21年

４月１日以降に授与された免許状

＊②の免許状には、「有効期間の満了の日」

は記載されていません。

したがって、免許更新制導入後に新たに免

許を授与されたとしても、それ以前に授与さ

れた免許状を所持している場合、「新たに授与

された免許状」であっても、制度上は「旧免

許状」に分類されます。

なお、「新免許状」を持つ者を「新免許状所

持者」、「旧免許状」を持つ者を「旧免許状所

持者」といい、教員免許状を所持する者は、

すべての者がこのいずれかに属することとな

ります。

１ 更新講習の目的と内容

更新講習は、教育に関する最新の知識技能

を身に付けることを目的としており、合計30

時間以上の講習を受講することが必要です。

その中身は、必修領域（６時間）、選択必修

領域（６時間）及び選択領域（18時間）とし、

現在の教育課題を適切に選択して学べるよう

になっています。

＜更新講習の種類＞

必修領域（６時間）

選択必修領域（６時間）

選択領域（18時間）

２ 必修領域、選択必修領域、選択領域

必修領域は、講習すべき内容が詳細に定め

られているため、受講する大学にかかわらず、

ほぼ共通の内容となっています。

選択必修領域は、所有する免許状の種類、

勤務する学校の種類等に応じ、選択して受講

します。なお、選択必修領域と選択領域は異

なる種類の講習ですので、履修間違いに注意

してください。

選択領域は、免許種別や学校種別の内容と

なっており、大学等により様々な講座が開設

されています。また、選択領域は６時間単位

で分割取得することが可能です。ただし、そ

の選択に当たっては、次に述べる注意点を守っ

て受講する必要があります。

教員免許更新制の留意点について
義務教育課
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３ 選択領域における受講領域選択上の注意点

選択領域を受講する場合、新免許状所持者

については、保有する「免許状」に対応した

講習を受講する必要があります。

これに対し、旧免許状所持者は、その者が

就いている「職」に対応した講習を受講する

必要があります。

例えば、小学校で教諭の職に就いている者

が、小学校教諭と養護教諭の免許状の両方を

所持している場合、旧免許状所持者と新免許

状所持者とでは、受講すべき講習に次のよう

な相違が生じます。（例１）

（例１） 新免許状 旧免許状

所 持 者 所 持 者

必 修 領 域 必須 必須

教 諭 向 け
必須 必須

選 択 領 域

養護教諭向け 必須 不要
選 択 領 域

これは、教員免許更新制において、旧免許

状の場合、それを持つ者ごとに管理されるの

に対し、新免許状では免許状ごとに管理され

るためです。

４ 更新講習の受講時期

更新講習の受講時期は、「新免許状所持者」

と「旧免許状所持者」とで大きく異なってい

ます。

○新免許状所持者の場合

授与の当初から、免許状の有効期間が

付与された免許状が授与されることとな

りますが、当該有効期間満了の２年２月

前から受講することができます。

○旧免許状所持者の場合

生年月日により、更新講習修了確認期

限（以下「修了確認期限」という。）が設

定されています。具体的には35、45、55

歳の年齢で迎える年度末の３月31日が修

了確認期限となるため、その２年２月前

から受講することができます。

５ 更新講習修了申請の申請期限

申請時期は、有効期間満了（旧免許状の場

合は修了確認期限）の２か月前が申請期限と

なります。申請手続の時期について、毎年12

月、１月が大変混み合いますので、更新講習

を受講し「更新講習履修（修了）証明書」を

受け取ったら、早めに申請手続をしてくださ

い。

今後、新免許状所持者に該当する方が増加

してくることになります。

新免許状については、その有効期間の起算

点は、「新免許状の授与日」ではなく、「新免

許状の資格取得要件を備えた日」である点に

注意が必要です。

また、新免許状所持者の場合は、新たな免

許状を授与された場合、免許状ごとに更新を

するのではなく、すべての免許状の有効期間

が、最も遅い免許状の有効期間に自動的に延

期され、統一されることとなっています。有

効期間の誤認により受講が早すぎたため、せっ

かく受講した更新講習がすべて無効になる事

案が発生しています。すべての免許状を手元

に置き、自分の免許状の有効期間を把握して

おく必要があります。

教員免許更新講習については、本県の場合、

「コンソーシアム新潟」が窓口となって、現

在は県内９大学（機関）により開講されてい

ます。次のWebページから更新講習を申し込む

ことができます。

コンソーシアム新潟Webページ

http://www.menkyokk-niigata.jp/

なお、コンソーシアム新潟以外にも、放送

大学による通信教育や、随時実施している桜

美林大学や公益財団法人才能開発教育研究財

団、大学セミナーハウスのe-ラーニングによ

る更新講習などもありますので、状況に応じ
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て活用してください。

放送大学更新講習Webページ

http://www.ouj.ac.jp/hp/kousin/

桜美林大学更新講習Webページ

http://www.obirin.ac.jp/kyomen/

才能開発教育研究財団Webページ

http://sainou.or.jp/e-learning/

大学セミナーハウスWebページ

http://home-college.com/e-learning/

kyomen/

免許更新制では、次の３種類の申請が用意

されています。免許保有者それぞれの状況に

応じて、対応してください。

１ 更新講習修了確認申請

更新講習を受講し、修了証明書（又は30時

間以上を履修したことを証明する複数の履修

証明書）を得たのちに行う手続です。

この手続を行うことにより、免許状の有効

期間を更新（新免許状の場合）し、又は修了

確認期限を10年間延長（旧免許状の場合）す

ることができます。

２ 更新講習免除申請

文部科学大臣又は県・指定都市教育委員会

などから、各教科の指導法又は生徒指導など、

持っている免許状に関する知識技能が優秀で

あるとして表彰を受けた方や、校長、副校長

など、教員を指導する立場にある方等が、更

新講習の免除対象者となります。

これらの方は、「更新講習受講免除申請」の

手続を行うことにより、有効期間を更新（新

免許状の場合）又は修了確認期限を10年間延

長（旧免許状の場合）することができます。

３ 免許状の有効期間の延長（又は修了確認

期限の延期）申請

有効期間の延長ができる者（現職の教員等）

に該当し、かつ出産、災害や海外派遣などの

定められた延長事由（延期事由）に該当する

など、その間、更新講習を受講できない客観

的な事情が認められる場合に、延長（延期）

申請することができます。

また、旧免許状所持者である現職教員は、

新たな免許状を授与された場合に、「修了確認

期限の延期申請」を行えば、当該免許状を授

与された日から10年間まで、修了確認期限を

延期することができます。

また、新免許状所持者の場合は、新たな免

許状を授与された場合、すべての免許状の有

効期間が、最も遅い免許状の有効期間に自動

的に延期され、統一されることとなっていま

すので、旧免許状と異なり、延長申請を行う

必要はありません。

１ 所有免許状調査について

教員免許状は、全国統一の「教員免許管理

システム」で管理されています。このシステ

ムを活用し、教員本人と学校が免許更新の時

期を正確に把握できるようにすれば、「うっか

り失効」を防ぐことができます。これまでの

システムは、個別の教員免許状の登録のみに

とどまっていたため、平成29年度に初めて所

有免許状調査を実施し、個別の免許状を保有

者ごとにまとめる「保有者情報整備」を行い

ました。現在では所属の学校を通して、個々

に「所有免許状確認票」が配付されているこ

とと思います。今一度、自身の有効期間満了

の日（修了確認期限）を確認してください。

また人事異動に際しては、この「所有免許

状確認票」を異動関係書類と共に転出先に送

付することになっています。各学校で確認願

います。

なお、所有免許状調査は引き続き毎年行う

予定です。今後のお知らせに注意してくださ

い。

２ ２回目の更新等手続の留意点

既に１度更新をした方も、２回目の更新時

期が近づいていますので、先に発行された「修

了確認（延期、免除）証明書」に付された修
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了確認期限を確認し、期限の２か月前までに

申請手続を行ってください。２回目以降の申

請の際には、「修了確認（延期、免除）証明書」

の原本を提出しなければなりません。紛失し

ないよう注意してください。なお、「修了確認

（延期、免除）証明書」の原本の提出があれ

ば、この証明書に記載されている免許状につ

いては、「免許状の写し（５号様式）」を提出

する必要はありません。

幼稚園に教諭として勤務する場合、教員免

許状が必要となりますが、保育園に勤務する

場合は教員免許状は必要ありません。ただ、

１つの自治体や学校法人等が幼稚園と保育園

を共に有している場合は、異動等により、保

育園に勤務していた者が、新たに教員免許状

が必要な幼稚園勤務となる場合があります。

そのため、このような場合は、異動時に所

持する教員免許状が有効でなくなっているな

ど、不測の事態を招かないよう、保育園に勤

務する職員についても、状況に応じて、更新

講習を受講させることが必要となります。

なお、認可保育所の保育士は、更新講習の

受講対象者です。

認定こども園とは、幼稚園、保育所等のう

ち、次の機能を備える施設で、都道府県知事

が「認定こども園」として認定した施設をい

います。

①就学前の子どもに幼児教育・保育を提供

する機能（保護者が働いている、いない

にかかわらず受け入れて、教育・保育を

一体的に行う機能）

②地域における子育て支援を行う機能（全

ての子育て家庭を対象に、子育て不安に

対応した相談活動や、親子の集いの場の

提供などを行う機能）

認定こども園は、大きく、①「幼保連携型」

②「幼稚園型」③「保育所型」④「地方裁量

型」の４タイプに分けられます。そのうち幼

保連携型認定こども園では、原則として、幼

稚園教諭と保育士資格の両方を持つことが必

要とされており、保育教諭、講師、助保育教

諭は、教育職員免許法において「教育職員」

と規定されていることから、「更新講習受講義

務者」に該当します。このため、当該職名の

まま、更新しないで修了確認や有効期間満了

の日を迎えた場合、免許状が完全に失効しま

すので、注意が必要です。

教員免許更新制は、その時々で教員として

必要な資質能力が保持されるよう、定期的に

最新の知識技能を身に付けることで、教員が

自信と誇りを持って教壇に立ち、社会の信頼

を得ることを目指しています。

本県でも、免許の更新を怠り免許状を失効

したり、有効な免許状を保持していなかった

ため失職した事例も発生しました。改めて自

分の免許状を確認し、教員免許更新講習の受

講など適切な時期に適切な手続を行うことに

より、有効な免許状が保持されるようお願い

します。



この事業は、新潟・群馬・福島３県の小学

５年生から中学３年生までを対象に、環境教

育の一環として、尾瀬の自然をとおして、子

どもたちの自然保護に対する意識を高めると

ともに、３県の児童生徒の交流を図ることを

目的に平成６年度から毎年夏休みに開催して

います。

今年度は７月30日（火）～８月２日（金）

３泊４日で実施し、新潟県では20名を募集し

ます。主な活動プログラムと参加申込みにつ

いて紹介します。

今年度は、尾瀬国立公園の尾瀬ヶ原を活動

フィールドとして、次のような活動を行いま

す。

［１日目］

開会式・尾瀬レクチャー

・尾瀬での過ごし方について、山の鼻ビジ

ターセンター職員から学びます。

［２日目］

フィールド活動①

・班ごとに、日頃から尾瀬内で活動する（公

財）尾瀬保護財団の認定ガイドが同行し

て、尾瀬ヶ原の湿原の植物や生き物を調査し

ます。珍しい昆虫や動植物に触れ、参加者は、

毎年、目を輝かせて活動しています。

全体交流会

・他県の参加者やスタッフ総勢80名余りと

の交流を深めます。昨年は「ネームトス」

や「ジャンケンゲーム」等で交流しまし

た。

［３日目］

フィールド活動②

・２日目に引き続いて尾瀬ヶ原を散策しな

がら調査します。
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平成31年度尾瀬子どもサミットの参加者募集中です

生涯学習推進課

【尾瀬にて班の仲間と】

【フィールド活動の様子】

【ネームトスの様子】
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全体発表会

・フィールド活動で調べた内容を班でまと

めて発表します。

［４日目］

閉会式・知事報告会（県庁）

・学習や活動の成果を一人一人知事に報告

します。尾瀬での体験を踏まえ、知事か

らの質問にも答えます。（昨年は、都合に

より教育長への報告会となりました。）

昨年度の参加者の感想を紹介します。

○食虫植物のモウセンゴケがトンボを食べ

ているところを見た。モウセンゴケのよ

うな貴重な植物がいなくならないよう、

自然を壊さないようにしたい。

（小学５年 女子）

○たくさんの人の努力で尾瀬の自然が守ら

れていることが分かった。僕が住んでい

る町もきれいな町になるようにゴミ拾い

やごみの分別を皆に呼びかけたい。

（小学５年 男子）

○きれいな風景や希少な動植物を観察して

自然の大切さやすばらしさを感じた。ま

た尾瀬に行きたい。（中学３年 男子）

４月に市町村教育委員会等をとおして、小･

中学校、義務教育学校及び中等教育学校に募

集要項を送付しました。

各学校におかれては参加を希望する児童生

徒に配布をお願いします。学校を通じての申

込みとなりますので、参加申込みがあった場

合は教育庁生涯学習推進課に応募書類を送付

してください。

４日間、他県の異年齢の児童生徒と一緒に

行動し、交流を深めることで、子どもたちは

たくましく成長します。日常生活では得られ

ない貴重な体験ができます。

昨年度までの本県累計参加者数は449名に上

ります。３泊４日の活動に参加できて、自然

保護や動植物に関心のある児童生徒であれば

どなたでも参加可能です。

応募者多数の場合は抽選になりますが、兄

弟での参加も可能です。各学校でもぜひ参加

を勧めてください。

当事業及び平成31年度の募集につきまして

は、下記ホームページを御覧ください。

http://www.pref.niigata.lg.jp/syogaigakushu/

【全体発表会の様子】

【教育長との懇談の様子】
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県立教育センターでは、研修支援と相談支

援を行っています。研修支援では、指導主事

を各学校園の校内研修等に派遣する「実践力

向上研修」を実施しています。また、相談支

援では、学校園、幼児児童生徒、保護者等か

らの要請に応じて、いじめ・不登校等、特別

支援教育、心身の健康教育に関する「教育相

談」を行っています。

本号では、平成30年度に実施した実践力向

上研修と各教育相談の取組を紹介します。

１ 概要

実践力向上研修は、各学校園の課題に応じ

た実践的指導力向上を目的に、県立教育セン

ターが指導主事を派遣し、校内研修等を支援

する研修です。指導主事の派遣に係る費用は、

県立教育センターが負担します。昨年度は、「主

体的・対話的で深い学び」等、新学習指導要

領への研修に加え、「教育相談」等に係る申込

み数も増加しました。

以下、平成30年度の実践力向上研修におけ

る、「小学校・外国語」「中学校・道徳」「高等

学校・いじめ問題への対応」に関する研修の

事例を御覧ください。

２ 小学校（外国語）

（1）概要

ある小学校では、校内研修に年３回の実践

力向上研修を組み込み、外国語活動・外国語

科の授業改善に向けて取り組みました。１回

目に小学校における外国語教育の進め方につ

いての講義、２回目に公開授業と研究協議、

３回目に中学校区の小・中学校教員を加え、

公開授業、研究協議、講義を位置付けました。

新学習指導要領の趣旨を踏まえた小学校外国

語教育について、実際の授業を通して理解を

深めました。

（2）内容

① 新学習指導要領における外国語教育の

進め方

移行措置の内容を確認した後、全面実

施に向けて準備することを確認しました。

また、ゴールから単元の目標を達成する

ための活動を考える「バックワードデザ

イン」による単元構成について考えを深

めました。

② ４年生外国語活動の授業実践

２回目の研修では、公開授業と研究協

議を行いました。公開授業は、バックワ

ードデザインで単元を構成しました。単

元の最初の時間に単元の目標を児童と共

有し、その後、単元の目標の達成に向け

てスモールステップを踏んで段階的に言

語活動を設定しました。これらの手立て

により、児童が主体的に学習に取り組む

様子が見られました。

③ 小学校と中学校の連携

３回目の研修では、中学校区の小学校

教員と中学校英語科教員が参加しました。

最初に、５年生の外国語科の授業を参観

し、授業についての協議を行いました。

その後、小中が連携して英語教育を進め

るための方策についてグループ協議で意

見交換しました。「授業参観を通して、領

域 別 の 目

標、言語材

料、学習内

容 等 を 知

り、指導に

生かすこと

が大切であ 【研究授業時の板書】

る」などの意見が出ました。

（3）成果

外国語活動と外国語科、小学校と中学校

実践力向上研修と各種支援の紹介

県立教育センター
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の連携は、今後更に重要になってきます。中

学校区で連携し、義務教育修了時の生徒の姿

を共有して、校内研修に取り組んでいる好例

でした。

３ 中学校（道徳）

（1）概要

ある中等教育学校では、「特別の教科 道徳」

の完全実施に向け、「考え、議論する道徳」の

在り方について全教職員で確認するとともに、

実践のための演習を行いました。

道徳教育推進教師を中心に、道徳の授業改

善に向けて、生徒自らが考えをもち議論する

ことで考えを深めることができる、発問や授

業方法の工夫に重点を置き取り組んでいます。

（2）内容

① 「考え、議論する道徳」の理解と授業

構想づくり

１回目の研修では、全教職員で「考え、

議論する道徳」への授業改善に向けた講

義を基に、授業構想を立てました。教材

を読み込み、まずは内容の理解から始め、

ねらいとする道徳的価値と中心となる場

面を協議する中で、生徒が自分事として

考え、価値の自覚を深めるための発問に

ついて検討し合いました。

② 「考え、議論する道徳」授業の実践

１回目の研修を受け２回目には、ねら

いとする道徳的価値の追究に向けた、発

問の工夫を意識した公開授業が行われま

した。その後の協議会では、質の高い中

心発問はどうあるべきか、授業者が明確

なねらいをもって授業に臨んでいたかな

ど、参加者が授業を自分事として考えて

活発に意見

交換をしま

した。授業

者の明確な

ねらいと発

問の重要性

についての考 【研究授業の様子】

えを深め合いました。

（3）成果

実践力向上研修を通して、「考え、議論する

道徳」の授業について、目指すべき授業の姿

を確認するとともに、新たな気づきと次の授

業への視点を全職員で共有することができま

した。これにより、個々の教職員の指導力を

向上させるとともに、学校全体の道徳教育の

充実につながることが確認できました。

また、高等学校における道徳教育の充実も

求められている中、道徳の授業を担当する教

職員だけでなく、全教職員の道徳教育への意

識を高める機会にもなり、各課程での道徳教

育の充実を図る機会となりました。

３ 高等学校（いじめ問題への対応）

教育相談に関する実践力向上研修の申込み

は23件あり、そのうちのいじめ未然防止・対

応策をテーマにした申込みは５件でした。い

ずれも、校内研修での講義又は演習の依頼で、

そのうちの１つを御紹介します。

（1）概要

ある高等学校では、今年度、校内のいじめ

対応策について、グループワークによる研修

を既に２回行っていました。今回の実践力向

上研修は、職員研修の３回目であり、「いじめ

防止対策推進法」に基づいたいじめ認知と、

組織的ないじめ対応の流れについて講義で学

び、日々の生徒指導に生かすことを目指して

実施しました。

（2）内容

① いじめの問題の現状と課題

最新のいじめの認知件数、自殺の現状、

いじめの態様や、学校のいじめ対応にお

ける課題について確認しました。

② いじめ防止対策推進法に基づく対応

いじめの定義を改めて読み合わせ、い

じめの認知とその後の組織的ないじめ対

応の流れと、対応における留意点を確認

しました。中でも、いじめの解消の目安

として「少なくとも３か月の見守りを行

うこと」を確認しました。

③ いじめの未然防止

新潟県いじめ防止基本方針にあるとお

り、未然防止のためには「居場所づくり」
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と「絆づくり」を進める中で、「自己有用

感」や「充実感」を得られるような学校

づくり・学習環境づくりが大切であると

の考えを深めました。

④ 保護者との連携

保護者面談の場においての、介入・支援

の視点を伝え、改めて保護者との連携が大

切であるという思いを共有しました。

(3）成果

研修後に寄せられた感想を紹介します。

〇いじめを見逃さないアンテナと、情報を

共有してチームで対応していくことが必

要だと感じました。

〇保護者との面談時の対応について、大変

参考になりました。

〇いじめの定義から、組織対応・保護者連

携までの対応を学ぶことができました。

幼児児童生徒の生徒指導や特別支援教育、

健康教育等、教育上の様々な悩みごとについ

て、電話や来所、訪問等、様々な形態で相談

支援を行っています。

【受付】月曜～金曜 午前９時～午後５時

※祝日、年末年始を除く。

【対象】幼児、小学生、中学生、高校生及び

その保護者や学校園の教職員等

【対応】県立教育センターの指導主事又は嘱

託相談員が対応します。

※ 来所相談や訪問相談は、事前の予約が必

要です。まずは相談内容に該当する電話番

号にお電話をください。

※ 訪問相談は、上記対象に加え、市町村教

育委員会も申込みができます。

※ 来所相談は、平日に来所できない学校園

の教職員については、５月から11月の土曜

日も相談できます。（７月第４土曜日から８

月末までは除く。）

１ いじめ・不登校等教育相談

(1) いじめ・不登校等悩み事相談テレフォン

（電話）

【電話】025－263－4737

【受付】月曜～金曜 午前９時10分～午後４時

※祝日、年末年始を除く

【対応】専任の嘱託相談員が対応します。

(2) 教育相談（電話・来所・訪問）

生徒指導上の問題をはじめとする、教育

上の様々な悩みごとの相談

【電話】025－263－9029

２ 特別支援教育相談（電話・来所・訪問）

特別支援教育に関する悩みごとの相談

【電話】025－263－9030

３ 心身の健康教育相談

(1) 保健室ハートダイヤル（電話）

心身の健康に関する悩みごとの相談、保

健室執務や健康教育に関する支援や情報提

供

【電話】025－263－9032

(2) 精神科医来所相談・学習会（来所）

発達障害等のある幼児児童生徒の支援に

関する悩み事の相談及び研修

【対象】教職員（幼児児童生徒及び保護者は

該当しません）

【受付】月曜～金曜 午前９時～午後５時

025－263－9032

※祝日、年末年始を除く

【相談日時】12月12日（木）

午後２時30分～４時30分

詳細は、県立教育センターWebページ「各種

支援活動」を参照してください。

（https://www.nipec.nein.ed.jp）

県立教育センターでは、今号で紹介した「支

援」のほか、教員等育成指標に基づいた「研

修」、新学習指導要領実施に向けた授業改善の

「調査・研究」を三本柱として本県学校教育

の向上・発展に取り組んでいます。

各学校園においても、教職員の指導力向上

や各種支援の一環として、県立教育センター

を御活用ください。
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●県立近代美術館 （長岡市）

令和元年9月14日(土) 再開館！

《再開館後の主なスケジュール》

【コレクション展】
■第１期 9月14日(土)～12月8日(日)
〔展示室1･2〕国民文化祭関連展示
新潟の美術 小特集 横山操

〔展示室3〕 近代美術館の名品
■第2期 12月12日(木)～令和２年3月22日(日)
■第3期 3月26日(木)～6月14日(日)(予定)

横山操《炎々桜島》1956年
(｢新潟の美術 小特集 横山操｣より)

【企画展・共催展】
■10月12日(土)～11月24日(日)
ＰＩＸＡＲ(ピクサー)のひみつ展
いのちを生みだすサイエンス

■1月8日(水)～1月16日(木)
第50回新潟県ジュニア美術展覧会〈長岡展〉

■1月25日(土)～3月22日(日)
1964年 東京－新潟

※その他、展覧会関連イベントや美術鑑賞講座、
ワークショップ、映画鑑賞会もあります。
詳細は当館ホームページで御確認ください。

【近代美術館全景】

 

県立近代美術館
長岡市千秋３丁目278-14
TEL：0258-28-4111
URL https://kinbi.pref.niigata.lg.jp/

●県立万代島美術館（新潟市）
所蔵品展「コレナニ!?びじゅつ
～アートいろいろ 見かたイロイロ～」

当館で収集を行ってきた1945年以降の現代アートを
中心に展示します。「作品の見かたがわからない」とい
う人、また、「ゲンダイアート」ってなんだか難しそう
と感じる人もいるでしょう。しかし、それぞれの作品
には決まった見方があるわけではありません。
この展覧会では、誰もが楽しんで作品を鑑賞できる

よう、コーナーごとに作品を味わうための問いかけを
設けます。これをきっかけに、自分なりにその答えを
みつけながら気軽に鑑賞を楽しみましょう。予備知識
がなくても大丈夫です。作品を前にいろいろお話をす
ることも大歓迎。家族連れや学校団体などにもオスス
メの展覧会です。

図版：篠原有司男《スパイダーマン》1981年

新潟県立近代美術館・万代島美術館蔵
©Ushio + Noriko Shinohara

○会 期 ５月25日(土)～６月30日(日)
○休 館 日 ５月27日(月)、６月10日(月)、24日(月)
○開館時間 午前10時～午後６時

(観覧券の販売は午後５時30分まで)
○観 覧 料 一般310円(250円)

高校・大学生150円(120円)
中学生以下無料

※（ ）内は有料20名以上の団体料金です。
※障害者手帳、療育手帳をお持ちの方は観覧料が
免除になります。受付で御提示ください。

【関連イベント】
◆レクチャー＆ギャラリートーク「見かたイロイロ
感想共有ノスヽメ」
○日 時 ５月26日(日) 午前11時～
○会 場 万代島美術館 ロビー及び展示室
○講 師 宮下東子

(新潟県立近代美術館専門学芸員)
○その他 申込み不要・要観覧券

５月９日(木)までは「ニューヨークが生んだ伝説 写
真家 ソール・ライター展」を開催。５月10日(金)から
24日(金)は展示替えのため休館します。

県立万代島美術館
住所 新潟市中央区万代島５-１ 朱鷺メッセ内
TEL 025-290-6655 万代島ビル５階
URL https://banbi.pref.niigata.lg.jp/



※ PDFファイルでご覧の方は、下線部（Web

ページﾞアドレス）をクリックすると、直

接該当Webページへジャンプしますので御

活用ください。

※ 県ホームページからバックナンバーも御

覧いただけます。「教育月報」で検索して

ください。
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発行所 新潟県教育庁総務課
所在地 〒950-8570

新潟市中央区新光町４番地１
電 話 025-280-5587 ＦＡＸ 025-285-3766
E-mail ngt500010@pref.niigata.lg.jp
Web版URL http://www.pref.niigata.lg.jp/kyoikusomu/
**本紙に関する御意見がありましたら、お寄せください**
＜無断転載を禁ず＞

●県埋蔵文化財センター（新潟市）
県埋蔵文化財センター講演会
第２回『「邪馬台国時代」の佐渡・蔵王
遺跡』を開催します

【蔵王遺跡の鶏形土製品（県製品）】

蔵王遺跡は「邪馬台国・卑弥呼」と同時期の新潟
県を代表する遺跡です。鏡やガラス製品、木製品等
の遺物が平成30年に県有形文化財に指定されていま
す。調査成果から判明した当時の暮らしや流通など
について紹介します。

○期 日 ５月19日(日)
○時 間 午後１時50分～午後３時20分
○会 場 県埋蔵文化財センター
○講 師 鹿取 渉（佐渡市世界遺産推進課）
○定 員 80名（当日定員になり次第締切）
○参加費 無料
○申 込 不要（手話通訳・要約筆記が必要な方は

２週間前までにご連絡をお願いします）

「少年少女考古学教室」（第１回）
「縄文土器の観察と土器作り体験」を開
催します

【本物の縄文土器を観察しよう】

遺跡から出土した土器や石器にふれ、様々な体験活
動をとおして古代の人々の知恵や生活を学びます。今
回は、本物の縄文土器を観察し、土器の文様や特徴を
学んだ後に土器作りを体験します。考古学者を目指そ
う！

○期 日 ６月23日(日)
○時 間 午前９時～正午
○会 場 県埋蔵文化財センター
○対 象 小学４年生～中学３年生
○定 員 20名（当日定員になり次第締切）
○参加費 無料
○申 込 電話・ＦＡＸ・メールで６月21日（金）ま

でにお申し込みください。

県埋蔵文化財センターでは学校向けの教育支援プロ
グラムを用意しています。詳しくは下記ホーム
ページを御覧ください。

新潟県埋蔵文化財センター
住所 新潟市秋葉区金津93番地１
TEL 0250-25-3981
E-mail niigata@maibun.net
URL http://www.maibun.net

まいぶんちゃん


